　
事業計画

	団体名
	代　表　者　名

	
	


	①事業名
	

	②事業区分
	

	③事業実施目的
	

	④事業内容
	

	⑤前年度の取組内容の反映
	

	⑥準備状況及び実施体制
	

	⑦事業を実施することにより期待される効果
	

	⑧提出予定の成果物

	

	⑨翌年度以降団体事業として継続実施の方針
	

	⑩本事業を実施する上で、行政（国、新潟県、市町村）や他団体等の補助金の活用の有無
	※新潟県地域自殺対策強化事業民間団体事業補助金以外の補助金について記載すること。
・有　　　　　・無
　↓
　　　補助金の名称

　　　


（「事業計画」記入上の留意事項）

（１） 複数の事業を計画する場合は、各事業ごとに事業計画を作成してください。
公募要項別紙１「令和８年度地域自殺対策強化交付金事業メニュー一覧」を参照し、１つの事業計画に複数の事業区分の内容が混在する場合は、事業区分ごとに分けて事業計画を作成してください。
（２）　①「事業名」については具体的な事業名を記入してください。
（３）　②「事業区分」については、公募要項別紙1「令和８年度地域自殺対策強化交付金事業メニュー一覧」から選択してください。
（４）　③「事業実施目的」については、実施する事業の目的を具体的かつ簡潔に記入してください。ただし、「自殺者数を減少させる」等地域の自殺対策全般の目的ではないことに留意してください。また、自殺対策を主たる目的として実施する事業ではない場合は、補助対象外となります。
（５） ④「事業内容」については、実施する事業の具体的な計画や方法等を詳細に記入
してください。
（６） ⑤「前年度の取組内容の反映」については、令和８年度の事業を効果的・効率的に実施するため、令和７年度に実施した取組から考えられる工夫を記入してください。
なお、令和８年度新規で応募する団体は記載不要です。
（７） ⑥「準備状況及び実施体制」については、事業実施に向けた準備状況、関係機関の協力体制、職員・ボランティア確保状況、過去の同様の事業の実施経験等事業を実施できる基盤等について記入してください。

（８）　⑦「事業を実施することにより期待される効果」については、自殺対策としての効果を記入してください。
（９）　⑧「提出予定の成果物」については、事業実績報告書提出時に提出を予定している成果物を記入してください。
例）普及啓発事業で作成した冊子・リーフレット、ポスター、啓発資材等

（10）　⑨「翌年度以降団体事業として継続実施の方針」については、団体事業としての継続や発展について記入してください。
（11） ⑩「本事業を実施する上で、行政（国、新潟県、市町村）や他団体等の補助金の活用の有無」については、新潟県地域自殺対策強化事業民間団体事業補助金以外の補助金を活用する予定があれば、有に○をつけて、申請予定の補助金名を記載してください。活用予定がない場合は無に○をつけてください。
(12)全体のページ数
　　事業計画は全2ページ以内としてください。
様式３








